
収支内訳書【表面】
●収入金額（裏面の「○収入金額の明細」欄に詳細を記入してください。

科         目 具         体         例

　農業所得の申告には令和７年分の「収支内訳書（農業所得用）」の添付が必要です。
　計算方法は、収入金額から必要経費を差し引く「収支計算」です。
　収支計算をするには、令和７年１月1日から令和７年１2月31日までの出荷伝票や仕切書などの収入金額のわか
る書類と、請求書や領収書などの支払金額のわかる書類より収支内訳書に分類して、合計額を記載してください。
　なお、収入金額のわかる書類と支払金額のわかる書類は提示をお願いする場合がありますので、５年間保管して
ください。
　また、「収支内訳書（農業所得用）」の所得金額⑰が20万円を超える方で給与所得や公的年金等に係る雑所得
がある場合は豊能税務署への確定申告が必要になる場合があります。
　該当の方は豊能税務署で相談のうえ、確定申告または能勢町役場への町民税・府民税の申告をしてください。

令和８年度　町民税・府民税（令和７年分所得）申告用

期 首 棚 卸

期 末 商 品 棚 卸 ⑥

家事のために消費した場合や、贈与した場合はその分の価格（他に販売する場合にかかる価格）
を記入してください。

金 額 ②
事 業 消 費

家 事 消 費

雑  収  入 ③
作業受託収入、補助金、共済金などをそれぞれ区分ごとに計算してください。
（裏面の「雑収入の内訳」に内訳を記入してください。）

⑤ １月１日現在の商品等の棚卸高（販売価格×在庫数量）を記入してください。

農業所得のための

収支計算のしおり

農産物の種類ごとに1年間の販売金額（消費税、手数料などを含む。）を合計してください。
取引明細書や出荷証明書、農協等からの振込等を参考にしてください。
※手数料など出荷に要する経費を差し引く前の金額で記入してください。（手数料は必要経費で
計上してください。）

①販 売 金 額

※所得金額⑰が20万円を超えた場合は豊能税務署への確定申告が必要に
なる場合があります。

１２月３１日現在の商品等の棚卸高（販売価格×在庫数量）を記入してください。

令 和 年 度（ 令 和 ○ 年 分 ） 収 支 内 訳 書　（ 農 業 所 得 用 ）

○ 年 ○ 月 ○ 日提出
○雇人費の内訳

計

○小作料・賃借料の内訳

a.kg 円

○事業専従者の氏名等

月 円

152,880

生年月日

○

住 所 能勢町宿野28番地

フリガナ ノウギョウ　タロウ

氏 名 農業　太郎

 大 昭
 平 令　　　　　.　　　　　　　.

電話番号 072-734-0001

延　日 円 円 円

金額　（円） 氏 名 ・ 住 所
又 は 作 業 名

日　数 合     計

（ 自 1 月 1 日 至 12 月 31 日 ）

現    金
現    物

金 額

50,000 動 力 光 熱 費 ㋦

所得税及び復興特別
所得税の源泉徴収税額

雑　　　収　　　入 ③

令和

科　　　　目 金額　（円） 科　　目

101,500
収
　
入
　
金
　
額

販　　売　　金　　額 ① 1,000,000

経
　
　
　
　
　
　
　
　
　
費

そ
　
の
　
他
　
の
　
経
　
費

修　　 繕　 　費 ㋷ 29,000

事　業　消　費
家　事　消　費

金額 ②

小　　　　　　　　計
④ 1,050,000 農 業 共 済 掛 金 ㋾

作 業 用 衣 料 費 ㋸

（①＋②＋③）
その他（　　　人分）

（④－⑤＋⑥）

農産物の
棚 卸 高

期首 ⑤ 荷造運賃手数料 ㋻

計
⑦ 1,050,000 ㋵

期末 ⑥ 土 地 改 良 費 ㋕

経
　
　
　
　
　
費

雇　　　人　　　費 ⑧ ㋟

⑧

支 払 先 の 住 所 ・ 氏 名
小 作 料 、 賃
耕 料 等 の 別

利　子　割　引　料 ⑫ 農 産 物
以 外 の
棚 卸 高

期首 ㋧

そ
 
の
 

他
 
の
 

経
 

費

租　税　公　課 ㋑ 28,400 期末

面 積 ・ 数 量 支 払 額
小 作 料 ・ 賃 借 料 ⑨ ㋹

貸 　　　倒　　　 金 ⑪ 雑　　　　　　費 ㋡

減　価　償　却　費 ⑩ 235,800 ㋞

計
㋤

種　　苗　　費 ㋺ 60,200 経 費 か ら 差 し 引 く 果 樹
牛 馬 等 の 育 成 費 ㋶

肥　　料　　費 ㋥ 148,500 経    費    計 ⑭

素　　蓄　　費 ㋩ 小         計 ⑬ 508,439

744,239 農業　花子 妻 12（⑧～⑫までの計＋⑬） ( 　○○歳 )

氏       名 続   柄 従事月数
（㋑～㋧までの計－㋤－㋶） (  年　 齢  )

㋣ 100,300 所    得    金    額

（⑦－⑭） ( 　　　　歳 )

農　　具　　費 ㋬ 35,000 専   従   者   控   除 ⑯

飼　　料　　費 ㋭ 専従者控除前の所得金額
⑮ 305,761

合計 152,880

能勢町申告用

諸  材  料  費 ㋠ 5,539 ⑰ の う ち 、 肉 用 牛 に つ い て
特 例 の 適 用 を 受 け る 金 額

⑰ 152,881 衛　　　生 （⑮－⑯） ( 　　　　歳 )

152,880 ( 　　　　歳 )

 農　　　薬
費

あなたの本年分の農業所得の金額の計算

内容をこの表に記載して町民税・府民税

申告書に添付してください。

●帳簿を備え付けて、収入金額や必要経費について、
取引の年月日や金額等を記帳してください。

●帳簿や請求書・領収書などの書類は提示をお願い
する場合がございますので、５年間の保管をお願い

します。
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●必要経費

雑     費 ㋡ 農業用の費用で他の経費に当てはまらない経費

農 業 共 済 掛 金 ㋾

土 地 改 良 費 ㋕ 土地改良事業の受益者負担金

出荷の際の梱包費用、運賃、市場などに支払う手数料
（売上から差引かれている販売経費はここに記入してください。）

収支内訳書（裏面）の「果樹・牛馬等の育成費用の計算）欄の㋶の金額を記入してください。
経費から差引く果樹
牛馬等の育成費用

㋶

毎年同程度の規模で作付けをする未収穫農産物や毎年同程度の数量を翌年へ繰り越す農産物以外
の資材については、棚卸を省略しても差し支えありません。
販売の目的で飼育する牛、馬、鶏などについては、取得価額に年末までの育成費用を加算して記
入してください。

農 産 物 以 外 の
棚 卸 高

㋧
・

㋤

使用可能期間が1年未満か取得価格が10万円未満のもの（くわ、スコップなど）

水稲、農業用車両などに係る共済掛金（生命保険などは必要経費になりません。）

飼  料  費

農  具  費

専ら事業に６か月以上従事した生計を一にする配偶者または親族（年齢が15歳未満の人を除く）
がいる場合、専従者１人につき次の①・②のうちいずれか少ない方の金額が控除できます。
①生計を一にする配偶者は８６万円、それ以外の親族は５０万円
②（収支内訳書（表面）⑮の金額）÷（事業専従者数＋１）
なお「事業専従者の氏名等」欄も記入してください。
※専従者控除の金額がそのまま専従者の給与収入になります。
　また、専従者控除と扶養控除はどちらかしか選べません。

⑯

農  薬
衛  生

 費

家畜のエサ代などの飼料代

※家事上の費用について
①衣料費や食費などの家事上の費用、②農業用建物兼住宅について支払った賃借料や固定資産税、修繕費などのうち、住宅部
分に対応する費用、③水道料や電気料、燃料費などのうちに含まれている家事分の費用などは必要経費になりません。②や③
などの費用は使用面積や保険金額、点灯時間などの適切な基準によって按分して事業分のみ計上してください。

利 子 割 引 料

農業用資産の固定資産税、自動車税、水利費など
※必要経費に算入できないもの（所得税、相続税、住民税、国民健康保険料（税）、国民年金保
険料、罰金、交通反則金などは算入できません。また住宅用の固定資産税や農業用以外の車の自
動車税なども必要経費になりません。）

㋑

㋩

㋥

農地の賃借料、農地以外の土地・建物・農機具の賃借料、農業協同組合などの共同施設利用料等
「小作料・賃借料の内訳」も記入してください。

肥  料  費

⑩

㋺

⑪

⑫

農業用建物、農機具、農業用車両などの償却費

売掛金などの貸倒損失

農業に係る借入金の支払利息

租 税 公 課

種  苗  費

小 作 料 ・ 賃 借 料

具         体         例科         目

⑧雇  人  費
個人への給料・賃金・農作物などの現物給与、賄費など
「雇人費の内訳」も記入してください。

⑨

減 価 償 却 費

諸 材 料 費

修  繕  費

荷 造 運 賃 手 数 料 ㋻

農業に要した電気・水道・ガス代、灯油、軽油、ガソリン代などの購入費
※生活用と事業用が区分されていない場合は、使用した割合によって按分したうえで農業用経費
として計上してください。

動 力 光 熱 費 ㋦

作 業 用 衣 料 費 ㋸ 作業衣や軍手、長靴など

㋭

㋬

子牛、子豚、ヒナなどの取得費、種付料

肥料、堆肥

素  蓄  費

種もみ、苗類、種いもなどの購入費

貸  倒  金

㋣ 農薬や消毒薬の購入費、共同防除に係る費用など

㋠

㋷

ビニール、縄、釘や針金など

農機具、農業用車両、農業用施設などの修理代

専 従 者 控 除
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収支内訳書【裏面】
○減価償却費の計算

≪小額な減価償却資産について≫

≪一括償却資産について≫

≪中古資産を取得した場合の耐用年数について≫

　●平成19年4月1日以後に取得　「定額法」
　　（【計算例】令和６年１月　軽トラック購入価額600,000円　耐用年数4年の場合）

【計算例】

　（記載例）　

耐用
年数

4

償却
方法

定額法

㋣
本年分の

償却費合計
（㋭＋㋬）

150,000

　使用可能期間が1年未満か取得価格が10万円未満の小額な減価償却資産については減価償却をしないで取得価額が必要経費になります。

　取得価格600,000円×償却率0.250×償却期間12/12×事業専用割合100％＝150,000円
　減価償却費は毎年150,000円になるが、耐用年数経過時点においては備忘価額1円を残すため、令和9年分は149,999円になる。

450,000 0.250 12/12 150,000

㋺
償却の基礎
になる金額

㋷
本年分の必要
経費算入額

㋦
未償却残高
（期末残高）

150,000

× ×

令和６年分

600,000

本年分の必要経費算入額㋷

㋬
特別償却費

-

㋩
償却率

㋥
本年中
の償却
期間

㋭
本年分の

普通償却費
（㋺×㋩×㋥）

　取得価格が10万円以上20万円未満の場合には、3年間で1/3ずつ均等に償却することができます。
　（㋩償却率に「1/3」と記入してください。）

＝×
事業専用
割合㋠

　減価償却とは農業などの事業のために用いられる資産の取得に要した費用を使用可能期間（耐用年数）に応じて、その使用する年の収入
に対応するように各年分に配分する方法です。
　支出した年に全額を必要経費とするのではなく、使用年分に配分して必要経費化していきます。
　減価償却の方法は平成19年4月1日以後に取得した場合の「定額法」と平成19年3月31日以前に取得した場合の「旧定額法」で計算方
法が異なります。
　また、耐用年数におきまして平成21年度より変更しておりますので、4ページ下欄の耐用年数表をご確認ください。
　既存の資産の耐用年数も変更するため計算例を旧定額法の計算例に記載しておりますので参考ください。

300,000

取得価額
㋑・㋺

100

令和7年分 令和8年分 令和9年分年分

取得価額

減価償却費

（期末）未償却残高

150,000

450,000

　法定の耐用年数ではなく、取得後の使用可能年数を見積もって耐用年数とします。
　取得後の使用可能年数の見積が困難な場合は、大規模な改良をしていない限り、次の算式で計算した年数を耐用年数とします。
　①法定耐用年数の全部を経過した資産〔法定耐用年数×0.2＝耐用年数〕
　②法定耐用年数の一部を経過した資産〔法定耐用年数－（経過年数×0.8）＝耐用年数〕
　※計算した年数が2年未満のときは耐用年数を2年とし、計算した年数に1年未満の端数があるときは切り捨てます。

600,000

㋑
取得価額

150,000 149,999

300,000 150,000 1

150,000

本年中の償却期間㋥

12

定額法の
償却率㋩

㋠
事業専
用割合

○収入金額の明細

数  量

水稲 50
ｋｇ ㎡

野菜 20

Ⓑ　小計

頭羽

Ⓒ　小計

Ⓐ　小  計

○減価償却費の計算
㋺ ㋩ ㋭ ㋬ ㋣ ㋠ ㋷ ㋦

円 12 月

12

12

12

12

12

12

12

12

㋑

農   産   物   の   棚   卸   高
農産物等の
種類品名等

金  額 数  量 金  額 数  量 金  額

田
　
　
　
　
畑

700,000 50,000
円 ｋｇ 円

作付面積
飼  育
頭羽数

販 売 金 額
家事消費
事業消費
金　　　額

農   産   物   の   棚   卸   高
期　　首 期　　末 期　　首 期　　末

金  額 数  量

農 産 物 等 の
種 類 品 名 等

作付面積
飼　育
頭羽数

販 売 金 額
家 事 消 費
事 業 消 費
金  　　　額

円

300,000

特
殊
施
設

円 円 ㎏ 円 ｋｇ

農産物計（Ⓐ＋Ⓑ）
⑤ ⑥

区　　分 金額
円畜

産
物
そ
の
他

雑
収
入
の
内
訳

1,000,000 50,000 合　　計
③

減 価 償 却 資 産
の    名    称    等

（ 繰 延 資 産 を 含 む ）

面 積
又 は
数 量

取 得
（成熟）
年 月

償却
方法

耐用
年数

摘　　要

1,000,000 50,000 合計（Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ）

本年分の
償却費合計

（㋭＋㋬）

事業専
用割合

本年分の必要
経費算入額

（㋣×㋠）

未償却残高
（期末残高）

本年中
の償却
期間

本年分の
普通償却費

（㋺×㋩×㋥）

　　　　　　　　　　　　円

　　　  85,800
                    円

   　514,200600,000

軽トラック 1 　R6.  1 450,000 定額法

　　 　 年

　 　7 0.143
　　　　　　　　　　　円

　　85,800
円 　　　　　　　　　　　　　円

　　　  85,800
　　　　　　　　％

　　 　100

150,000 300,000600,000 150,000 100

トラクター

.

4 0.250 150,000

特別償却費

1
　　年　  月

　R7.   1 定額法

取得価格
償 却 の 基 礎
に な る 金 額

償却率

円

600,000

.

.

.

計 235,800

.

235,800 235,800 814,200

㋥

※㋦未償却残高が1円に

なるまで償却する。
※4ページ下欄の

償却率表参照
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　●平成19年3月31日以前に取得　「旧定額法」
（【計算例】平成18年7月　ビニールハウス（固定式）　購入価額1,000,000円　耐用年数：改正前15年、改正後14年の場合）

　減価償却資産の償却累積額による償却費の特例（平成20年分から適用）

【計算例】

（記載例）

9

㋩
償却率

㋑
取得価額

令和２年分

64,800

73,900

5

平成18年分

　（取得価額㋑－残存価額）㋺
　　残存価額（取得価額×残存割合）

6

7

8

旧定額法の
償却率㋩

×

0.2504

耐用
年数

3

50%

30%

平成19年3月31日以前取得

0.071

8

0.166

0.142

0.125

0.111

0.100

9

10

7

0.090

繁殖用の乳用牛

改正前
耐用年数
(H20以前）

改正後
耐用年数
(H21以後）

23,900 10,000

10%

0.100

110.091

30.334

- 12/1220,000 - -

0.200

0.167

0.143

0.125

0.112

20%

10%0.250

×
事業専用
割合㋠

取得価額

年分

令和４年分 令和５年分

0.500

残存割合表 耐用年数表

　残存価額100,000円＝取得価額1,000,000×残存割合10％
　H18年分（取得価格1,000,000円－残存価額100,000円）×償却率0.066×償却期間6/12×事業専用割合100％＝29,700円
　H19、H20年分（取得価格1,000,000円－残存価格100,000円）×償却率0.066×事業専用割合100％＝59,400円
　H21年分以降（取得価格1,000,000円－残存価格100,000円）×償却率0.072×事業専用割合100％＝64,800円

　[ 償却可能限度額に達した翌年分以後の計算 ]
　償却可能限度額950,000円（取得価額1,000,000×95％）に達している場合は、未償却残高が50,000円（取得価額1,000,000円×
5％）になります。そのため償却可能限度額に達している令和３年分は未償却残高が50,000円になります。
（取得価額1,000,000円－償却可能限度額950,000円－1円）÷5×償却期間12/12×事業専用割合100％＝10,000円（端数切上）

→改正後の償却率（0.072）で償却

851,500（期末）未償却残高 970,300 910,900

改正前の償却率（0.066）で償却←

令和８年分

10,000

旧定額法
償却率

耐用
年数

2

10,000

10,000

㋺
償却の基礎
になる金額

減価償却費

償却
方法

取得価額

年分

（期末）未償却残高

10,000

20,000

㋭
本年分の

普通償却費
（㋺×㋩×㋥）

㋣
本年分の

償却費合計
（㋭＋㋬）

令和７年分

10,000

30,00050,000 40,000

5

耐用
年数

令和６年分

　減価償却費の累積額が償却可能限度額に達している場合（未償却残高が取得価額の5％）には、その達した年分の翌年分以
後において、5年間で1円（備忘価額）まで償却することができます。

59,400

1,000,000

2

＝5

令和3年分

64,800

786,700 721,900 657,100

10,000

1

4

減価償却費

12

64,800

÷ ×

Ü

歩行型

Ü

コンバイン

果樹その他の植物

豚

競走（繁殖）用の馬

種付用の馬

その他用の馬

5%綿羊、やぎ

5%

トラクター

Ü

Ü

自脱型

普通型

12

20%

10%

貨物自動車

トラクター

10,000

㋥
本年中
の償却
期間

 ビニールハウス（土地に固定）

0.200

建物、農機具など
一般減価償却資産

ポンプ

耕うん機

刈取機

田植え機

コンバイン

1,000,000

10

11

種付用の乳用牛

その他用の牛

平成19年4月1日以後取得

償却率表

6

ビニールハウス（上記以外）

5

区        分

100

0.500

0.333

資産の種類 形 式
残存
割合

-

Ü

30%

5

0.083

0.076

15

7

7

7

7

7

7

14

5

乗用型

7

4

8

5

8

5

5

5

8

4

7

9,999

平成24年分

29,700 64,800

10

金属

10,000

金属

本年分の必要経費算入額㋷

＝
事業専用
割合㋠

平成25年分

貨物自動車

10

本年中の償却期間㋥

ダンプ式

ダンプ式以外

定額法
償却率

本年分の必要経費算入額㋷

592,300 527,500

12

本年中の償却期間㋥

㋠
事業専
用割合

㋷
本年分の必要
経費算入額

㋦
未償却残高
（期末残高）

平成21年分 平成22年分 平成23年分

59,400 64,800 64,800

1,000,000

平成19年分 平成20年分

（取得価額㋑－償却可能限度額－1円）
償却可能限度額（取得価額×95％）

㋬
特別償却

費

× ×

15 0.067 15 0.066

※牛と馬については残存価
額（取得価額×残存割合）
が10万円以上となる場合
は、10万円とします。

もみすり機 Ü 7 8

5

バインダー13

120.084

0.077

0.072

7

714 8Ü脱穀機

13

14

※4ページ下欄の

償却率表参照

償却可能限度額まで
（減価償却費の累積額が

取得価額の95％に達する）
残存割合は以下の「残存割合表」を参照

してください。

※㋦未償却残高が1円に

なるまで償却する。

4


